
令和４年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

環境生活部 ＮＰＯ活動支援事業費
三重県災害ボランティア支援及び特定非営利
活動促進基金積立金

2 0 　三重県災害ボランティア支援及び特定非営利活動促進基金に係る積立を行う。

環境生活部 ＮＰＯ活動支援事業費 災害ボランティア支援等事業費 8,533 233
　災害時に備え、関係団体との連携を強化するとともに、「みえ災害ボランティア支援センター」の迅速な活動や、市町における受援体
制の整備を支援し、県内外からのボランティア、専門性や知見のあるＮＰＯ等が円滑かつ効果的な支援を展開できるよう、活動環境の
充実を図る。

環境生活部 安全安心まちづくり事業費 安全安心まちづくり事業費 623 623
　犯罪のない安全で安心な社会の実現のため、自主防犯意識の醸成や住民が主体となった取組への支援を行うとともに、「安全で安
心な三重のまちづくりアクションプログラム・第２弾」の着実な実施に取り組む。

環境生活部 安全安心まちづくり事業費 犯罪被害者等支援事業費 7,254 7,254
　「三重県犯罪被害者等支援推進計画」に基づき、見舞金の給付、市町との連携強化など、犯罪被害者等への支援体制の充実を図る
とともに犯罪被害者等への県民の理解を促進する。

環境生活部 交通安全総合対策推進事業費 交通安全企画調整費 1,465 20

　令和３年度から令和７年度までの５年間に、関係機関が講ずべき陸上交通の安全に関する施策の大綱を定める「第11次三重県交通
安全計画」を着実に推進するために、毎年度の関係機関が講ずべき具体的な施策をまとめた「三重県交通安全実施計画」を三重県交
通安全対策会議で策定し、関係機関等と連絡調整を図りながら効果的な交通安全対策を推進する。令和３年３月に制定した「三重県交
通安全条例」について、関係機関等と連携しながら周知を行い、県民の交通安全意識、交通マナーの向上、自転車損害賠償責任保険
等への加入促進を図る。

環境生活部 交通安全総合対策推進事業費 交通事故相談事業費 2,547 2,506
　交通事故が複雑・多様化する中で交通事故により問題を抱えている方に対し、中立的な立場で交通事故相談を実施することにより交
通事故の被害者、加害者およびその家族の救済支援を図る。

環境生活部 交通安全運動展開事業費 交通安全運動推進事業費 5,138 82
　広く県民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣化を促進することにより悲惨な交
通事故を防止し、誰もが住みやすい安全で安心な交通社会の実現を図る。

環境生活部 交通安全運動展開事業費 交通安全地域活動育成費 497 0 　子どもや保護者等に対する交通安全啓発・教育活動を実施し、地域や家族での交通安全意識の高揚を図る。

環境生活部
飲酒運転０をめざす推進運動事業
費

飲酒運転０をめざす推進運動事業費 3,314 2,784
　三重県飲酒運転０(ゼロ)をめざす条例に基づき、飲酒運転の根絶のため、教育・啓発を通して飲酒運転防止意識を高めるとともに、飲
酒運転違反者に対するアルコール依存症に関する受診義務通知を行うなどの再発防止の取組を推進し、飲酒運転のない安全で安心
な社会の実現をめざす。

環境生活部 交通安全教育・学習推進事業費 交通安全研修センター管理運営費 39,355 39,355
　県交通安全研修センターにおいて、幼児から高齢者まで幅広い県民を対象に参加・体験・実践型の交通安全教育を実施するととも
に、県における交通安全教育の中核施設として、交通安全教育の機会の充実を図るため、地域や職域で活動する交通安全指導者の
養成・資質向上を図る。

環境生活部 交通弱者の交通事故防止事業費 交通弱者の交通事故防止事業費 1,801 0
　交通弱者、とりわけ65歳以上の歩行者が被害者となる交通死亡事故の割合が高いことから、交通弱者への啓発および情報提供を行
うことにより、交通弱者の交通事故防止を図る。また、「安全運転寿命の重要性」についての周知啓発を行い、高齢運転者の交通事故
防止を図る。

環境生活部 消費者啓発事業費 生活設計普及推進事業費 1,700 0
　三重県金融広報委員会と連携して、複雑多様化する金融経済に関する知識の普及・啓発など金融教育を実施し、消費者トラブルを未
然に防止する。

環境生活部 消費者啓発事業費 消費者啓発事業費 20,556 20
　消費者団体、事業者団体、教育機関、市町等さまざまな主体と連携して啓発活動を行う。また、地域における啓発活動を促進し、消費
者トラブルの未然防止、拡大防止を図る。

環境生活部 消費生活総務費 消費生活総務費 1,333 1,296
　消費者行政を効果的に推進するため、国、他県、市町、関係機関、関係団体等と情報共有し、連携を図るとともに、三重県消費生活
対策審議会において消費者行政の基本的施策に対する意見を聞く。また、県内消費者行政の中核センターとして県消費生活センター
を運営する。

環境生活部 消費生活総務費 消費者行政推進事業費 20,599 190
　地域の消費者の安全で安心な消費生活の実現のため、県内消費者行政の中核センターとしての役割を担う県消費生活センターの体
制を充実するとともに、市町の相談体制充実を支援し、併せて地域における自主的な消費者啓発活動等の取組を促進する。

環境生活部 事業者指導・相談対応強化費 事業者指導事業費 6,168 6,153
　適正な商取引、表示の適正化、商品の安全性等を確保するため、国、近隣県等の関係機関、関係部局と連携し、法令等に基づいて
事業者を監視・指導するとともに、事業者の自主的な取組を支援する。

環境生活部 事業者指導・相談対応強化費 相談対応強化費 24,392 24,104
　消費者からの相談に対して迅速かつ適切に対応するため、県消費者生活センターに消費生活相談員を配置するとともにその資質の
向上を図り、併せて市町の相談担当者を支援する。

環境生活部 特定建築物監視指導費 特定建築物維持管理指導事業費 348 ▲ 1,472
　多数の者が使用し、又は、利用する特定建築物の維持管理に関し環境衛生上必要な事項等の確保、及び公衆衛生の向上と増進を
図るための監視指導を行います。また、建築物管理業知事登録業者の指導育成を図ります。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

環境生活部 環境保全総務費 環境保全総務費 51,173 46,655 ①環境保全分野（地域環境室を含む）の運営等に係る経費②環境審議会等に係る経費

環境生活部 環境保全総務費 環境保全基金積立金 429,713 429,232

環境保全基金への積立を行います。
①法人県民税超過課税分の２％の積立
②基金運用益（利子収入）の積立
③産業廃棄物税（徴税経費を除く）の積立

環境生活部 環境総合情報システム運営費 環境総合情報システム運営費 6,432 4,783
　環境総合情報システムとして、インターネットにより広く県民に環境に関する情報を発信するホームページ「三重の環境」、および行政
事務の効率化、合理的な環境政策立案の支援を行う行政事務処理システムの運用管理を行います。

環境生活部 環境経営促進事業費 環境経営促進事業費 545 423
　環境と経済が両立する持続可能な循環型社会の構築に向けて、環境経営やグリーン購入などの普及拡大を図ることにより、県内事
業者の自主的な環境経営の取組を促進し、温室効果ガスの排出削減を図ります。

環境生活部 環境行動促進事業費 環境行動促進事業費 4,624 190
　三重県地球温暖化防止活動推進センターを拠点として、三重県地球温暖化防止活動推進員が実施する普及啓発活動を支援します。
また、「キッズISO14000プログラム」を学校や企業と連携して実施することにより、家庭部門における温室効果ガスの排出削減等、脱炭
素社会に向けた取組や環境保全活動を拡げます。

環境生活部 環境学習情報センター運営費 環境学習情報センター運営費 32,068 25,670
　県民一人ひとりが環境に関する正しい理解と知識を深め、環境に配慮した行動を主体的に実践できるようにするため、三重県環境学
習情報センターを拠点として、環境講座や環境保全に関するイベント等を開催し、普及啓発を進めるとともに、環境学習地域リーダーの
養成や情報提供等を行います。

環境生活部 環境影響・公害審査事業費 環境影響・公害審査事業費 914 903

　大規模な開発事業や工作物の新設等は環境に大きな影響を与えるおそれがあることから、事業者が開発事業等に係る環境影響評
価を実施し、適正な環境配慮を行うことにより、環境に与える負荷を低減させることを目的とします。なお、県が実施する開発事業等に
ついては、その事業に係る計画段階から、全庁的に審議・検討を行い、環境への負荷を低減することを目的とします。また、工場・事業
場の新・増設に伴う公害の未然防止を図るため、公害事前審査を実施するとともに、公害に係る紛争に関しては、公害紛争処理制度
（調停等）により、解決を図ります。

環境生活部 地球温暖化対策普及事業費 地球温暖化対策普及事業費 11,661 4,618
　地球温暖化対策を着実に進めるため、「三重県地球温暖化対策総合計画」や「三重県地球温暖化対策推進条例」等に基づき、県民・
事業者など各主体における温室効果ガス排出削減に向けた取組を促進します。また、地球温暖化による本県の気候変動やその影響
について県民の理解を深めるとともに、気候変動適応法に基づき気候変動影響への適応の取組を促進します。

環境生活部 脱炭素社会推進事業費 脱炭素社会推進事業費 29,503 16,676

　脱炭素宣言「ミッションゼロ２０５０みえ～脱炭素社会の実現を目指して～」の具現化に向けた取組をオール三重で進めるため、再生
可能エネルギーの利用促進、脱炭素経営の促進、COOL CHOICEの推進等を「ミッションゼロ2050 みえ推進チーム」の枠組みを活用し
取り組むとともに、県庁の脱炭素化や産業部門における温室効果ガスの削減に取り組みます。また、市町と連携し、県民の皆さんや事
業者を対象に省エネ等に関する情報提供や優良事例共有を目的としたセミナー等を開催し、地域における温室効果ガス削減の取組を
推進します。

環境生活部 「ごみゼロ社会」実現推進事業費 「ごみゼロ社会」実現推進事業費 38,598 10,730
　市町等が設置する一般廃棄物処理施設の円滑な整備及び適正な維持管理を図るための助言・支援や循環型社会の形成に向けた地
域計画の策定の支援等、廃棄物の適正処理を推進します。また、RDF焼却・発電施設の撤去終了後、跡地の有効活用が進むように、
共有地の解消など土地の整理を行います。

環境生活部 認定リサイクル製品普及等事業費 認定リサイクル製品普及等事業費 6,369 0
　三重県リサイクル製品利用促進条例に基づき、リサイクル製品の利用を推進し、もって、リサイクル産業の育成を図り、資源が無駄な
く繰り返し利用され、環境への負荷が少ない循環型社会の構築に寄与します。

環境生活部 災害廃棄物適正処理促進事業費 災害廃棄物適正処理促進事業費 1,898 0
　県と市町が策定した災害廃棄物処理計画が、災害時に有効に機能するよう災害廃棄物処理システムの強靭化を図り、研修会や図上
訓練等を通して災害対応能力の向上を図ります。

環境生活部 廃棄物適正処理推進事業費 産業廃棄物適正処理推進事業費 47,158 ▲ 84,376

　産業廃棄物処理業及び施設設置に係る許可申請等の厳正な審査、廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他法令の厳格な運用
及び廃棄物処理施設への立入検査により産業廃棄物の適正処理の推進を図り、また、その処理実態を把握・分析し、発生抑制、リサ
イクル及び適正処理を推進するための施策を進めます。さらに、管理型産業廃棄物最終処分場の周辺地域で、住みよいまちづくりのた
めの基盤を整備するため、周辺地域の環境整備を支援し、環境改善を行います。

環境生活部 廃棄物適正処理推進事業費 ＰＣＢ廃棄物適正管理推進事業費 49,195 9,108
　ＰＣＢ廃棄物の適正な処理を推進するため、事業者に対し、ＰＣＢ特別措置法等に基づき処分期間内に処理されるよう指導等を行い
ます。また、必要に応じ行政代執行を行います。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

環境生活部 産業廃棄物適正管理推進事業費 産業廃棄物適正管理推進事業費 44,218 0

　排出事業者の事業活動による産業廃棄物の発生・排出抑制と３Ｒの自主的な取組を進めるため、産業廃棄物を多量に排出する事業
者に対して産業廃棄物の処理計画の策定及び実施に係る指導を行います。また、産業廃棄物の適正処理の推進のためには、不適正
処理の未然防止という観点から廃棄物処理法に基づく排出事業者責任の周知徹底を図り、排出事業者による積極的な適正処理への
取組を推進していく必要があります。そこで、県内の排出事業者に対し、優良認定処理業者への委託推進や委託基準の遵守等、排出
事業者の処理責任に関する事項について普及啓発を行う等、排出事業者責任を徹底するための取組を実施します。

環境生活部 資源循環システム構築事業費 循環型社会形成施策推進事業費 3,833 0

　三重県廃棄物処理計画における取組の成果と課題や社会経済情勢、関連する国や県の計画を踏まえて策定した「三重県循環型社
会形成推進計画」に基づく施策を総合的に推進するとともに、計画の的確な進行管理を行います。また、持続可能な循環型社会の構築
に向け、県内の排出事業者や処理業者を始めとする循環関連産業に携わる事業者を対象に、国、県の動向や法改正状況、資源循環
分野におけるICTの活用事例をはじめとする事業者の先進事例等につ いての知識習得や情報共有の場を提供します。

環境生活部 資源循環システム構築事業費 地域循環高度化促進事業費 143,384 0
　地域の廃棄物を資源としてとらえ、地域での一層の有効活用と高度化を促進するため、産業廃棄物の発生抑制、再生、減量化に加
え、新たに環境負荷低減等の設備導入等に対して、その経費の一部を補助するとともに、事業者、研究機関、行政などさまざまな主体
と連携し、調査研究を進めていきます。

環境生活部 資源循環システム構築事業費 循環関連産業振興事業費 29,766 5,582
　循環型社会形成に向け循環関連産業（製造、流通、販売等の事業者や廃棄物処理業者など資源循環に関わる事業者）の振興を図
るため、人材育成、事業環境整備及び新規事業の支援を実施し、資源の循環利用と循環経済の拡大につなげる好循環を生み出しま
す。

環境生活部 産業廃棄物監視指導事業費 産業廃棄物監視指導事業費 6,432 1,222

　産業廃棄物の適正処理を推進するため、産業廃棄物処理業者や建築物解体業者等に対する監視・指導を行い、不適正処理の未然
防止に努めます。発生した不適正処理事案については、迅速、的確に対応し、法令等に基づき厳正に対処します。また、的確な指導を
実施するために、生活環境保全上の影響を確認するための行政分析を行うほか、県民等から広く情報提供をいただくための廃棄物ダ
イヤル110番等の運 用を行います。

環境生活部
不法投棄等の未然防止・是正の推
進事業費

不法投棄等の未然防止・早期発見推進事業
費

77,152 0

　多様な主体と連携することにより、不法投棄がない社会を目指し、不適正処理の早期発見や未然防止を図ります。市町・事業者との
連携、地域活動団体への支援、監視パトロール委託等により、幅広く間隙のない監視体制を構築します。また、小型ドローンや監視カメ
ラを活用したＤＸの推進により、監視・指導の強化に繋げます。FMラジオ等広報活動や県民等を対象とした啓発行事を実施し、不法投
棄等未然防止に向けた意識の向上を図るとともに、悪質な不適正処理事業者に対しては、告発等の法的措置を前提に厳しく指導し、
不適正処理事案の早期是正に取り組みます。

環境生活部 環境修復事業費 環境修復事業費 3,140,898 353,898
　産業廃棄物の不適正処理事案のうち、生活環境保全上の支障等が認められ、原因者による是正が困難な事案について、産廃特措
法による国の支援を得て、令和４年度末までに対策を完了するよう工事を実施するとともに、その他の事案も含め、周辺環境のモニタリ
ングを継続実施するなどして、住民の安全・安心を確保します。

環境生活部
プラスチック及び食品ロスのスマー
ト利用促進事業費

食品ロス削減推進事業費 13,457 3,034
　食品ロス削減に向け、まだ食べられる食品の活用により生活困窮者等を支援するため、三重県食品提供システム「みえ～る」の参加
企業・団体の拡大に取り組むとともに、小売店舗等の食品ロス削減に向け、市町と連携し、フードシェアリングサービスの導入等を進め
ます。

環境生活部
プラスチック及び食品ロスのスマー
ト利用促進事業費

プラスチック対策等推進事業費 21,509 2,963
　プラスチック資源循環の推進については、事業者等と連携した高度なリサイクルに向けた実証事業等により資源循環の高度化を図る
など、プラスチックのスマートな利用を推進します。また、海洋プラスチックごみ対策として、県民や事業者が楽しみながらごみ拾いがで
きるアプリの導入に取り組みます。

環境生活部 資源循環技術開発費 廃棄物試験研究費 13,036 0
　廃棄物のリサイクル率が低い理由やリサイクルする上で課題の把握、有効利用方法の方向性、不適正処理・不法投棄を覚知し周辺
への影響を迅速、継続的に把握するための調査研究を行い、これらを利用、公表、提供して、廃棄物の発生・排出の極力抑制、不適正
な処理の影響把握、より質の高いリサイクルを進めます。

環境生活部
不法投棄等の未然防止・是正の推
進事業費

土砂条例監視・指導事業費 5,600 2,666
　令和２年４月１日に施行された「三重県土砂等の埋立て等の規制に関する条例」の効果的・効率的な運用を行い、無秩序な土砂等の
埋立て等を抑止します。

環境生活部 大気環境保全対策費 工場・事業場大気規制費 9,112 8,439
　ばい煙発生施設等を設置する規制対象工場に立入検査を行い、施設の適正な維持管理を指導することで、大気環境の保全に取り組
みます。光化学スモッグによる健康被害を未然に防止するため、緊急時の措置を講じます。また、有害大気汚染物質の県内の状況を
把握するため、調査等を実施します。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

環境生活部 騒音、振動、悪臭等対策費 騒音、振動、悪臭等対策費 3,508 3,508 　工場・事業場に対する立入検査、自動車交通騒音及び航空機騒音の常時監視を実施します。

環境生活部 観測調査費 大気テレメータ維持管理費 152,511 67,504
　大気テレメータシステムにより、環境及び発生源の常時監視を行い、環境基準の達成状況を把握及び総量規制に係る排出負荷量の
監視を行います。また、ＰＭ２．５や光化学スモッグによる健康被害の未然防止を図るため、注意喚起や予報等の発令を行います。

環境生活部 アスベスト飛散対策事業費 アスベスト飛散対策事業費 722 385 　アスベストによる健康被害の発生を未然に防止するため、建物の解体現場等の監視を行います。

環境生活部
ダイオキシン類等化学物質対策推
進事業費

ダイオキシン類等環境調査事業費 15,341 15,334
　ダイオキシン類に係る大気・水質等の環境調査を実施するとともに、法令に基づく規制工場等への立入調査を実施します｡事業所か
らの化学物質の排出・移動量を把握し、事業者による化学物質の適正な管理を進めることにより、化学物質による環境保全上の支障
が生じることを未然に防ぎます。

環境生活部 自動車環境対策費 自動車ＮＯｘ等対策推進事業費 5,968 737
　自動車排出窒素酸化物等総量削減計画に基づく施策の進行管理に関する調査を実施します。また、オフロード自動車の規制事務を
行います。

環境生活部 水質規制費 工場・事業場排水規制費 1,777 1,777
　水質汚濁防止法に基づく特定施設を有する事業場（特定事業場）等を対象に、立入検査を実施し、排水基準の遵守状況及び処理施
設の維持管理状況を把握するとともに、必要な指導を行います。また、ゴルフ場に対し適正な維持管理の指導を行います。

環境生活部 水環境保全対策費 河川等公共用水域水質監視費 38,191 31,699
　県内の公共用水域（河川、海域）及び地下水について水質測定計画を作成し、常時監視を実施するほか、きれいで豊かな伊勢湾を再
生するため、伊勢湾に流入する汚濁負荷量の管理を図る水質総量規制を実施します。また、地域住民参加による水生生物を指標とし
た水質調査を実施し、県内の公共用水域の水環境への意識の醸成を図ります。

環境生活部 水環境保全対策費 伊勢湾行動計画推進事業費 85,136 533
　国と三県一市等で組織する伊勢湾再生推進会議において策定した「伊勢湾再生行動計画」を進めるとともに、海岸漂着物処理推進
法の規定に基づき策定した「三重県海岸漂着物対策推進計画」による海岸漂着物発生抑制などの取組を実施するなど、海岸漂着物対
策を推進します。

環境生活部 土壌汚染対策費 土壌汚染対策推進事業費 368 168
　土壌汚染対策法および三重県生活環境の保全に関する条例に基づき、一定規模以上の土地の形質変更に係る届出、必要な調査、
特定有害物質による汚染された土地における措置等の指導・監視、汚染土壌の適正処理を指導し、人への健康被害等の防止を図りま
す。

環境生活部 地盤沈下対策費 地盤沈下対策費 12,030 8,373
　工業用水法及び三重県生活環境の保全に関する条例に基づき地盤沈下の原因となる地下水の過剰揚水を規制するほか、濃尾平野
地盤沈下防止等対策要綱に基づき節水・水使用の合理化を促進するとともに、地盤沈下の状況を把握するため、精密水準測量、地下
水位・地盤沈下の観測調査を行います。また、地盤沈下、地下水流動形に関する調査研究を実施します。

環境生活部 温泉法施行費 温泉法施行費 1,396 0
　温泉法に基づき、温泉資源を保護するとともに、温泉の採取等に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止します。また、温泉
の利用の適正を図ることにより、県民の公共の福祉の増進に寄与します。

環境生活部 生活排水対策費 生活排水総合対策指導事業費 1,581 ▲ 433
　生活排水の総合的な推進のため、「生活排水処理アクションプログラム」（三重県生活排水処理施設整備計画）に基づき、関係部局が
連携し、進行管理を行うとともに、市町への事業相談を実施します。また、浄化槽法、三重県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例
に基づく、申請・届出事務等を通じて、公共用水域の水質保全を図ります。

環境生活部 生活排水対策費 浄化槽設置促進事業補助金 116,123 116,123
　下水道と同等の処理能力を有する浄化槽や高度処理型浄化槽について、設置者に補助を行う市町及び公営事業として高度処理浄
化槽を設置し、維持管理を行う市町に対し助成し生活排水処理施設の整備率向上を図ります。

環境生活部 環境試験研究管理費 環境試験研究管理費 117,893 37,021
　保健環境研究所の環境に関する科学的・技術的中核施設機関としての基本的機能を維持・充実するため、施設・設備、公用車、機器
の管理、点検・修理、更新を行い、検査分析の精度及び執務環境の維持を図ります。また、研究・検査結果の公表、国等の環境行政の
動向や新たな技術情報の把握、技術の取得に努めて、必要な研究・検査機能や技術支援機能を継続的に確保します。

環境生活部 化学物質環境実態調査費 化学物質環境実態調査費 2,057 0
　環境省からの委託を受け、県内の環境中の化学物質濃度を把握し、化学物質対策の資料とすることで既存化学物質による環境汚染
の未然防止を図ります。

環境生活部 環境保全調査研究費 環境保全調査研究費 530 530
　環境試料の調査分析技術、評価方法の開発改善、地域環境の状態の把握、環境汚染に至るプロセスの解明、環境保全技術の評価
等を行い、これらを利用、公表、提供することで、県民の安全で安心な生活の確保に寄与します。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

環境生活部 研究交流費 産業技術高度化研究開発推進事業費 3,210 0
　環境に関する科学的・技術的中核施設機関としての役割を一層強化し、県内の高等教育機関、県民、事業者等の環境に関する自発
的活動、教育、学習を振興するため、外部資金を獲得して、大気・水の環境保全に係る調査研究、廃棄物のリサイクル、適正処理に係
る調査研究等をより充実させます。

環境生活部
人権が尊重されるまちづくりの推進
費

人権施策総合推進事業費 1,975 1,975
　三重県人権施策基本方針に基づく事業の進行管理を行う。また、人権問題の解決に向けて、市町や企業、ＮＰＯ・団体等と連携・協力
した取組を進めるとともに、さまざまな取組を行う。

環境生活部
人権が尊重されるまちづくりの推進
費

人権文化のまちづくり創造事業費 787 787
　人権文化の定着した社会の実現に向けた「人権が尊重されるまちづくり」の普及、取組の促進を目的として、地域が自主的に開催す
る研修会に対し、その課題意識やニーズに応じた専門的な講師の派遣等の支援を行う。

環境生活部
人権が尊重されるまちづくりの推進
費

地方改善事業事務費 4,979 2,638 　市町が国庫補助金を受けて実施する地方改善事業が円滑に実施されるよう市町に助言等を行う。

環境生活部
人権が尊重されるまちづくりの推進
費

隣保館整備費補助金 40,690 564 　隣保館を整備（創設、改築、増築、増改築、大規模修繕）する市町に、経費の一部を国と県が補助する。

環境生活部
人権が尊重されるまちづくりの推進
費

隣保館運営費等補助金 249,438 83,430
　市町が設置している隣保館における相談事業、啓発及び広報活動、地域保健・福祉の推進に関する事業、教養文化及びその他の実
施事業に国県協調補助事業として補助し、隣保館事業を推進する。

環境生活部
人権が尊重されるまちづくりの推進
費

隣保館事業費補助金 12,174 12,174
　市町が設置している隣保館における相談事業、啓発及び広報活動、地域保健・福祉の推進に関する事業、教養文化及びその他の実
施事業に県単独補助を行い、隣保館事業を推進する。

環境生活部
人権が尊重されるまちづくりの推進
費

企画調整費 1,129 1,129
　同和問題をはじめとするさまざまな人権問題の解決に向けた施策を推進するため、人権問題等に関する調査・研究、関係機関への要
請・提案や相互の情報交換・情報共有を図るなど、他の都道府県等との連携した取組を進める。

環境生活部
人権が尊重されるまちづくりの推進
費

団体指導助成費 3,184 3,184 　同和問題の早期解決をめざし、各種団体が行う啓発・調査研究等の自主的な活動を支援する。

環境生活部 人権センター管理運営費 人権センター管理運営費 93,401 46,930 　人権センターがさまざまな人権問題に関しての啓発・研修等の拠点施設としての機能を発揮するための管理・運営を行う。

環境生活部 人権センター啓発活動推進事業費 人権啓発事業費 22,190 12,565
　人権啓発パンフレットの作成やインターネット利用者への人権啓発のほか、スポーツ組織と連携した啓発や市町が実施する啓発の取
組支援等により県民の人権尊重の意識を高める。

環境生活部 人権センター啓発活動推進事業費 同和問題等啓発事業費 15,255 3,787
　同和問題をはじめとするあらゆる人権課題に対する県民の理解と認識を深め、差別を｢しない、させない、許さない｣社会を実現するた
め、マスメディアの活用やポスター など、様々な手法による啓発を実施する。

環境生活部 人権センター啓発活動推進事業費 同和問題等研修事業費 1,000 521 　同和問題等の正しい理解と認識を深め、あらゆる差別を許さない社会を実現するため、県民等を対象とした講座等を実施する。

環境生活部 人権擁護の推進費 人権相談、調査・研究事業費 8,070 8,051
　人権相談に的確に対応するため、人権相談ネットワーク機関との連携した相談対応や、弁護士による法律相談を実施するとともに、
社会現場で発生した差別事象について調査を行い、再発防止に向けた取組を行う。

環境生活部 人権擁護の推進費 地域人権相談支援事業費 242 242
　地域住民の身近なところで人権に係る相談対応ができる環境づくりを推進するため、地域で広く相談に関わる担当者の人権感覚、意
識向上を図る講座を開催するとともに、人権に関わる相談機関によるネットワークを構築し連携を図る。

環境生活部 人権擁護の推進費 インターネット人権モニター事業費 2,919 2,120
　インターネット上にある、三重県内の人権課題に関する掲示板等への悪質な書き込みを早期に発見し、早期の削除活動を行うととも
に差別事象の分析を行う。また、地域においてもインターネット上の差別的書き込みの削除に向けたモニタリングを行うための人材の養
成を目的として、インターネット上の差別の現実や実態把握、削除要請の方法を伝えるための講座を実施する。

環境生活部
政策・方針決定過程への女性の参
画費

男女共同参画連絡調整事業費 4,132 4,127
　男女共同参画社会の実現に向けて、男女共同参画施策の総合的な推進を図るとともに、会議・研修会の開催等を通じて市町との連
携・支援を図る。

環境生活部
政策・方針決定過程への女性の参
画費

広げようダイバーシティみえ推進事業費 2,957 1,539
　多様な人々が社会参画し、活躍できるダイバーシティ社会の実現に向けて、「ダイバーシティみえ推進方針」に基づき、県民の皆さん
の理解や行動につなげられるようダイバーシティに関する講座等を実施する。

環境生活部
政策・方針決定過程への女性の参
画費

性の多様性を認め合う社会推進事業費 8,864 4,451
　「性の多様性を認め合い、誰もが安心して暮らせる三重県づくり条例」に基づき、普及・啓発イベントや研修の実施、相談窓口の運営
などを行う。

環境生活部
男女共同参画に関する意識の普及
と教育の推進費

男女共同参画センター事業費 8,588 8,588
　男女共同参画センターにおいて、情報誌等による情報発信、各種セミナー等による研修・学習、人材育成、フォーラム等による参画・
交流、電話相談や調査研究などを行い、男女共同参画意識の普及等を図る。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

環境生活部 性別に基づく暴力等への取組費 女性に対する暴力防止総合推進事業費 641 641
　あらゆる「女性に対する暴力」を根絶するために、暴力を生まないための予防教育・防止啓発をはじめ、女性に対する暴力の認識向
上、相談・支援機関の周知等を通じて、女性に対する暴力を許さない社会意識の形成を進める。

環境生活部 性別に基づく暴力等への取組費 性犯罪・性暴力被害者支援事業費 22,597 11,383 　性犯罪・性暴力被害者を支援するために「みえ性暴力被害者支援センター　よりこ」を運営する。

環境生活部 性別に基づく暴力等への取組費
孤独・孤立な立場にある子どもの性被害支援
強化事業費

5,303 2,652
　「学校における性被害」に関する課題把握・論点整理等を行い、抽出した課題・論点を基に関係機関が参加する検討委員会により支
援マニュアルを作成し、公立・私立学校を始め関係機関へ配付・運用することで、学校とよりこ等関係機関の双方が連携しながら被害
者に対してアウトリーチ型の支援が行える体制を整備する。

環境生活部
職業生活における女性活躍の推進
費

みえの輝く女子プロジェクト事業費 3,446 1,723
　女性が活躍できる環境整備に向けて、企業、国（労働局）、大学、地域経済団体等、多様な主体と連携し、「女性の大活躍推進三重県
会議」の取組を進めるとともに、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく一般事業主行動計画の策定支援やグ
ループワークを通じ取組改善の支援を行う。

環境生活部 共生社会の形成費 多文化共生がもつ力の活用事業費 3,215 2,495
　多文化共生社会づくり施策を推進するため、「三重県多文化共生推進会議」や「三重県外国人住民会議」、「みえ多文化共生地域協
議会」を開催するほか、県内外の関係機関等と連携、情報共有を図る。

環境生活部 共生社会の形成費
外国人住民に対する情報や学習機会の提供
事業費

27,493 8,632
　外国人住民が地域で安心して暮らせる環境を整備するため、多言語で行政・生活情報を提供するとともに、多文化共生社会づくりに
向けた啓発等を行う。また、災害時の危機に備えネットワークの強化や日本語教育推進計画に基づき県内の日本語教育環境の整備を
行う。

環境生活部 共生社会の形成費
外国人住民の安全で安心な生活への支援事
業費

39,378 12,177
　外国人住民が地域社会の一員として、安全・安心な生活ができるようにするため、多言語での相談対応、適切な医療に導く医療通訳
人材の育成・利用促進、消費者被害防止などに取り組む。

環境生活部 共生社会の形成費 昭和学寮顕彰人材育成基金積立金 2 0 　昭和学寮顕彰人材育成基金に係る積立を行う。

環境生活部 国際交流活動の支援費 外国青年招致事業費 27,889 2,294
　外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）により国際交流員（ＣＩＲ）を招致し、国際理解や地域の国際化を促進する。また、県や市町で招
致する国際交流員や外国語指導助手のとりまとめを行う。

環境生活部 私立学校振興費 私立高等学校等振興補助金 5,055,312 4,365,814
　私立高等学校等における教育に係る経常的経費に対して助成を行うことにより、私立高等学校等における教育の振興を図り、私立高
等学校等の健全な発達に資する。

環境生活部 私立学校振興費 私立高等学校教育改革推進特別補助金 3,300 1,650
　私立高等学校等における教育改革推進に係る経費（スクールカウンセラーの雇用）に対して助成を行うことにより、私立高等学校等に
おける教育の振興を図り、私立高等学校等の健全な発展に資する。

環境生活部 私立学校振興費 私立特別支援学校振興補助金 222,214 222,214
　私立特別支援学校における教育に係る経常的経費に対して助成を行うことにより、私立特別支援学校における教育の振興を図り、私
立特別支援学校の健全な発達に資する。

環境生活部 私立学校振興費 私立高等学校教育国際化推進事業費補助金 3,300 1,650
　私立高等学校等の外国人語学指導助手の雇用に要する経費に対して助成を行うことにより、私立高等学校等における国際教育の充
実を図る。

環境生活部 私立学校振興費 私立学校人権教育推進補助金 2,387 2,387
　私立学校にかかる人権教育・学習の充実を図るため、教職員や児童・生徒を対象に実施する人権研修等に助成を行い、人権感覚あ
ふれる学校づくりを推進する。

環境生活部 私立学校振興費 私立専修学校振興補助金 61,473 61,473
　私立専修学校における教育に係る経常的経費に対して助成を行うことにより、私立専修学校における教育の振興を図り、私立専修学
校の健全な発達に資する。

環境生活部 私立学校振興費 私立外国人学校振興補助金 9,000 9,000
　学校法人立各種学校のうち一定基準以上の外国人学校における教育に係る経常的経費に対して助成を行うことにより、教育の振興
を図り、健全な発達に資する。

環境生活部 私立学校振興費 私立専修学校研修等事業費補助金 1,000 1,000
　各私立専修学校の職員研修等を行う私立専修学校の統括団体に対して、関係経費の一部を助成することにより、校長又は教職員等
の資質の向上、学校教育の内容の充実を図るとともに、私立専修学校のＰＲを行う事業等の実施等に対して助成することにより、県内
の私立専修学校に進学し就職する若者を増やし、県内の若者定着の促進に繋げる。

環境生活部 私立学校振興費 私立学校振興等事務費 4,663 4,197 　私立学校振興のための事務費

環境生活部 文化創造活動支援事業費 文化活動連携事業費 16,728 7,871

　文化振興施策を着実に推進し、新しいみえの文化振興方針の具現化を図るため、有識者による「評価・推進会議」等を開催し、専門
的な視点からの評価および改善に向けた助言を得るとともに、県民の文化芸術活動を顕彰する「三重県文化賞」の授与、文化振興を担
う専門人材の育成、県内各地域における文化情報の収集・提供を行う。また、今後の文化振興施策を一層推進するため「三重県文化
振興条例(仮称）」の制定に向けた取組を進める。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

環境生活部 文化創造活動支援事業費 文化にふれる機会提供事業費 9,995 0
　県民が多様な文化にふれ親しみ、文化芸術活動に参画・参加できるとともに、それぞれの文化の質を高めていけるよう県民総ぐるみ
の文化の祭典｢みえ文化芸術祭｣を開催する。

環境生活部 文化創造活動支援事業費 創造活動サポート事業費 1,500 0
　県内全域で多様で自立的な活動が継続して実施される状態を創出するため、芸術文化のほか、地域や生活に関わる文化なども含め
た幅広い文化事業を対象に助成を行う。
○みえ文化芸術祭におけるみえ県民文化祭地域自主プログラム助成

環境生活部 文化創造活動支援事業費 三重県文化振興基金積立金 15 0 　三重県文化振興基金に係る積立を行う。

環境生活部 文化創造活動支援事業費 文化活動再開支援事業費 16,000 0
　文化団体等が感染症対策を講じながら活動再開できるよう、県総合文化センターのホール等を利用する際の施設および付属設備の
利用料や緊急事態宣言等で中止となった公演等の準備に要した経費等の支援を行う。

環境生活部 宗教法人指導費 宗教法人指導費 84 84 　宗教法人法にかかる認証事務等を行う。

環境生活部
多様な学びと文化による絆づくり事
業費

文化交流機能強化事業費 2,777 2,777
　文化交流ゾーンを構成する施設等が、三重の文化振興・生涯学習・人材育成・地域づくりに一層貢献する「学び・体験・交流の場」とな
ることを目的とし、各館の事業等に関する情報共有や人材育成等に取り組み、各施設の目標達成に向けた連携を図っていく。

環境生活部
多様な学びと文化による絆づくり事
業費

地域の文化資産活用促進事業費 396 0
　地域住民が地域の資産を再認識し、愛着や誇りを持ってこれからの地域づくりに取り組めるよう、地域の資産を活用した取り組みを行
う。
○デジタル化データ活用事業（三重の「ちずぶらり」）

環境生活部
多様な学びと文化による絆づくり事
業費

豊かな体験活動推進事業費 5,545 3,954

　市町や活動団体と連携し、次代を担う子ども等を対象に、文化・芸術や歴史などに関する参加体験型の学習機会を提供する。
○文化体験パートナーシップ活動推進事業
○歴史体験事業
○美術体験事業

環境生活部 県史編さん事業費 資料収集整備費 24,702 24,576
　県内外の三重県関連の歴史資料を収集・調査するとともに、県史編さんの過程で収集した資料を整理し、県民共有の文化資産として
保管・活用を図り、地域の歴史・文化への県民等の関心を高める。

環境生活部
特定歴史公文書等保存・利用事業
費

特定歴史公文書等保存・利用事業費 9,193 8,744
　歴史的資料として重要な公文書等（特定歴史公文書等）を保存し、目録の作成・公開を行うとともに、県民の皆さんの利用促進を図
る。

環境生活部 総合文化センター管理運営費 総合文化センター管理運営費 725,494 706,695 　総合文化センター文化会館、生涯学習センター、男女共同参画センターの適切な管理運営を行う。

環境生活部 総合文化センター管理運営費 総合文化センターＰＲ事業費 8,143 0
　総合文化センター各施設が実施する事業等について、様々なメディアを通じて情報提供を行うほか、集客イベントを実施し、施設利用
の促進を図る。

環境生活部 総合文化センター管理運営費 総合文化センター施設保全事業費 437,479 3,479 　経年劣化が進む建築物、備品等について、計画的に予防保全を実施する。

環境生活部 総合文化センター管理運営費
総合文化センター舞台関連主設備計画修繕
等事業費

38,862 862
　総合文化センターが開館から25年以上経過し、同センターの主要設備である各種舞台装置等が老朽化しているため、計画的に維持
補修工事を実施する。

環境生活部 文化会館事業費 文化会館事業費 70,758 0
　文化会館の機能を活かし、芸術性の高い公演や本県の将来の文化を担う人材を育成するための事業を実施するほか、県民に対し文
化芸術に触れ親しめる機会を提供するため、県内の文化施設や学校に出向いて、出張コンサートやワークショップ等のアウトリーチ事
業を実施し、県民が文化芸術を享受できる機会を創出する。

環境生活部 生涯学習センター費 生涯学習センター費 9,701 0
　県民の生涯学習ニーズに対応するため、学習情報の収集、学習機会の提供を行う。
①生涯学習情報提供事業
②生涯学習機会提供事業

環境生活部 図書館費 図書館管理運営費 213,134 145,511
　図書館の適切な管理運営を行うとともに、県立図書館と市町立図書館等が連携し、県民が県内どこからでも図書館利用ができる広域
的ネットワークを形成し、県内図書館の利用拡大を図る。

環境生活部 図書館費 学びの拠点活用支援事業費 369 369
　県立図書館改革実行計画に基づき、市町立図書館との連携による県内図書館体制の充実を図るとともに、時宜を捉えたセミナー、展
示等を実施することにより、全県域・全関心層に向けてより良い図書館サービスを提供する

環境生活部 総合博物館費 総合博物館管理運営費 226,054 175,506 　総合博物館の適切な管理運営を行う。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

環境生活部 総合博物館費 総合博物館展示等事業費 51,533 10,474

　総合博物館の活動理念「ともに考え、活動し、成長する博物館」のもと、３つの使命（三重の資産の保全・継承、人づくりへの貢献、地
域づくりへの貢献）を達成するため、３つの博物館活動（調査研究活動、収集保存活動、活用発信活動）を進める。
①調査研究費
②資料収集管理費
③交流創造活動費
④展示企画運用費
⑤アウトリーチ活動費
⑥広報宣伝・営業推進費

環境生活部 美術館費 美術館管理運営費 368,174 147,897
　美術館の適切な管理運営を行い、美術館としての機能を確保し、環境を整えることによって、県民により良い芸術文化鑑賞並びに生
涯学習の場を提供する。

環境生活部 美術館費 美術館展示等事業費 79,952 0

　一般県民に、様々な美術分野で質の高い芸術分野の鑑賞機会を提供するとともに、より充実したサービスを提供するために、その基
盤となる美術及び美術館等に関する調査研究活動を継続して行う。
①展覧会推進事業
②研究活動推進費
③教育活動推進事業
④美術資料管理事業
⑤ミュージアムのアクセシビリティ推進事業

環境生活部 斎宮歴史博物館費 斎宮歴史博物館管理運営費 229,986 143,653 　斎宮歴史博物館の適切な管理運営を行う。

環境生活部 斎宮歴史博物館費 斎宮歴史博物館展示・普及事業費 12,492 0

　斎宮跡の調査研究および関係資料の保存・収集を行うとともに、研究成果をふまえた展示、教育普及活動を行い、三重県の地域文化
の向上を図る。
①斎宮展示公開事業
②研究機能基盤整備・普及事業
③知って、行って・斎宮事業

環境生活部 斎宮歴史博物館費 斎宮を核とした平安文化活用発信事業費 4,540 0
　史跡斎宮跡発掘調査において解明された情報を、地域団体等と連携して、大都市圏や斎宮関連地域、地元において公開講座を開催
して発信し、「斎宮」への関心を高め来訪の契機を作る。

環境生活部 斎宮跡保存対策費 斎宮跡調査研究事業費 14,366 7,691
　史跡斎宮跡について、継続的かつ計画的に学術発掘調査を行うほか、斎宮跡出土品のうち国重要文化財に指定されたものについて
修理・修復を行い、史跡の解明を通して斎宮跡の保護と地域の文化振興の向上に資する。

環境生活部 私立学校振興費 私立高等学校等教育費負担軽減事業費 184,623 126,742

　私立高等学校等に修学する低所得世帯等の生徒の教育経費に対して助成を行うことにより、保護者の経済的負担を軽減し、生徒の
修学を支援する。
①私立高等学校等授業料減免補助金
②私立高等学校等入学金補助金
③私立高校生等奨学給付金
④私立小中学校等授業料減免補助金

環境生活部 私立学校振興費 私立高等学校等就学支援金交付事業費 2,769,106 1,238

　私立高等学校等に通う生徒で、所得が一定額未満の世帯に属する生徒に対して就学支援金の支給等を行う。
①私立高等学校等就学支援金交付金
②私立高等学校等就学支援金事務費交付金
③私立高等学校等学び直しへの支援事業補助金
④高等学校等専攻科支援事業補助金

環境生活部 私立学校振興費
私立学校被災児童生徒等授業料等減免補助
金

606 0
　東日本大震災により被災し、授業料等の納付が困難となった私立学校の児童・生徒に係る授業料等の減免を行った学校法人に対し
て助成する。

環境生活部 私立学校振興費 専修学校修業支援事業費 117 117
　専修学校において、生徒の経済的負担軽減や将来の経済的自立につなげるため、修業・修学する生徒に対し支援する。
①専修学校高等課程修業奨学金
②専修学校専門課程修業支援利子助成金

環境生活部 私立学校振興費 私立専門学校授業料等減免補助金 144,678 72,339
　機関要件の確認を受けた私立専門学校の専門課程に在籍し、住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の学生に対し、授業料等の
減免を行った学校法人等に助成を行うことにより、保護者の経済的負担を軽減し、学生の修学を支援する。

環境生活部 国際交流活動の支援費 渡航事務費 84,851 71,823 　一般旅券発給に関する事務（旅券法施行令による受託事務）を行う。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

環境生活部 水道指導監督費 水道事業等指導事業費 6,802 4,534
　県民に対し安心して飲める水が安定的に供給されるよう、水道の施設整備や事業経営及び施設の維持管理についての指導監督を
行います。また、関係団体と連携して、水道水質検査の精度管理や水道にかかる知識の普及を行います。

環境生活部 水道指導監督費 生活基盤施設耐震化等補助金 1,234,982 0
　市町等が行う水道施設の耐震化の取組や老朽化対策及び水道事業の広域化の取組を支援することにより、県民生活の基盤を強化
し、もって公衆衛生の向上と生活環境の改善を図ります。

環境生活部 水道事業会計支出金 水道事業会計支出金 147,420 94,420
　地方公営企業の経営の健全化を促進し、その経営基盤の強化を図るとともに建設に伴う資本費増嵩に対処するため、一般会計より
水道事業会計に補助・出資を行います。

環境生活部 ＮＰＯ推進事業費 ＮＰＯ活動支援推進事業費 5,826 5,813 　ＮＰＯ法等に基づく認証・認定・相談業務等を行うなど、ＮＰＯ（ボランティア・市民活動団体等）の活動を支援する環境整備を図る。

環境生活部 ＮＰＯ活動支援事業費 みえ県民交流センター管理事業費 35,275 26,794
　県民の自発的な社会貢献に関する活動の促進と国際化の推進を図ることを目的として、ＮＰＯの活動支援と県民参画を図るための拠
点である「みえ県民交流センター」の管理を行う。

環境生活部 ＮＰＯ活動支援事業費 みえ県民交流センター指定管理事業費 26,483 26,483
　みえ県民交流センターの管理について、民間等が持つ創造的で柔軟な発想や豊富な知識、さらにそのネットワークを活用することに
よりセンターの効用を最大限に発揮させるとともに、利用者サービスの向上と経費の節減を図るため、指定管理者制度により運営す
る。

環境生活部 給与費 人件費 1,205,085 1,205,085 　環境生活部（生活文化関係分野）職員の人件費

環境生活部
外国青年招致事業費（ＪＥＴ青年特
別人件費）

ＪＥＴ青年特別人件費 16,612 16,568 　国際交流員（ＣＩＲ）を招致し、地域の国際化や国際交流の支援を図る。

環境生活部 環境保全関係給与費 人件費 1,146,152 1,091,993 　環境生活部（環境保全関係分野）職員の人件費

環境生活部 企画調整費 企画調整費 27,099 27,056 　部内及び地域機関（生活文化関係分野）の運営管理経費

環境生活部 環境保全総務費 交際費 93 93 　部局長交際費


